
ゼロエミッションに資する

製品開発、改良、規格等適合化に取り組む

都内中小企業者・中小企業グループ等に対して

要する経費の一部を助成します。

令和５年度助成事業
ゼロエミッション推進に向けた事業転換支援事業 製品開発助成金のご案内

令和5年 スケジュール詳細は
裏面をご確認ください。エントリー締切 7月31日 月

助成率 3
2 助成

限度額
1,500
3,000共同

申請

単独
申請

万
円

万
円

ゼロエミッション製品販路拡大助成（助成限度額150万円）
「採択者専用の申請枠」をご用意

ゼロエミッション東京に関する情報は、
下記のURL又は右記QRコードより詳細をご確認いただけます。

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/policy_others/zeroemission_tokyo/index.html

開発する製品・技術が「ゼロエミッション」に資するもの。東京都が策定した「ゼロエミッション東京戦略」の“戦略の
柱と施策・取組”に掲げられている以下の各セクターいずれかに該当することが必要です。

企画構想段階を経て、「試作開発から試験評価・実証実験」フェーズまでの事業活動に対して助成します。

本助成事業の範囲

支援対象の製品・技術

エネルギーセクター01 都市インフラセクター（建築物編）02 都市インフラセクター（運輸編）03

気候変動適応セクター04 資源・産業セクター（ 3R / プラスチック対策 / 食品ロス対策 / フロン対策）05

企画事前検証 試作開発 試験評価・実証実験 等 生産量産 販売

本助成事業の範囲

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/policy_others/zeroemission_tokyo/index.html


申請から助成対象者決定までの流れ

TEL : 042-500-3901 MAIL : tama@tokyo-kosha.or.jp

お問合せ先

申請エントリー02STEP

公式HPに設置した申請フォームから、本助成事業へ申請する旨の意思表示をお願いします。
申請エントリーをしていない方は本助成事業に申請することはできません。なお、申請エントリー後に本申請
を行わなかった場合の不利益はありません。

令和５年７月31日! 締切日

書類審査04STEP

一次審査を書類審査にて行います。審査結果は、電子申請を行った全ての方に通知します。

令和５年８月～10月（予定）審査期間

助成対象者の決定06STEP

本助成事業の採択企業が決定します。採択企業については、東京都及び公社にてプレス発信を行う予定です。
助成対象期間は、交付決定日から開始となります。

令和６年２月1日交付決定日

面接審査・現地調査05STEP

二次審査を面接審査により実施します。詳細は、書類審査通過者に個別にご案内します。
面接審査前に現地調査を実施予定です。

Jグランツとは？
Jグランツ（jGrants）とは、デジタル庁が運営する補助金・助成金の電子申請システムです。い
つでも・どこでも申請が可能であり、交通費・郵送費等のコスト削減や、過去に申請した情報の
入力や書類への押印が不要になるなど、事業者の皆様における手間やコスト削減を目的としたシ
ステムです。Jグランツはどなたでも無料でご利用いただけますが、申請の提出にはＧビズIDが必
要となります。（JグランツFAQを参考に記載　参照URL : https://www.jgrants-portal.go.jp/faq ）

Jグランツを利用するには、法人・個人事業主向け共通認証基盤「GビズID
プライムアカウント」の取得が必要です。国の審査によりID発行まで時
間がかかるため、余裕をもって準備してください。発行申請は、右記QR
コード又はURLから行ってください。

［GビズIDプライムアカウント未発行の方］
GビズIDプライムアカウントの発行申請について

令和５年６月12日～８月15日17時まで! 締切日電子申請03STEP

J グランツの申請フォームから申請書類等をアップロードしてください。

以下のURL又は、右記のQRコードから、助成金事業のページにアクセスし、
募集要項・申請書をダウンロードの上、ご確認ください。

https://www.tokyo-kosha.or.jp/suppor t/josei/jigyo/zeroemi_kaihatsu.html

01STEP

ゼロエミッション推進に向けた事業転換支援事業担当
〒196-0033　東京都昭島市東町3-6-1

多摩支社

助成内容 詳細については、必ず募集要項をご確認ください。

募集要項・申請書のダウンロード

（単独申請）都内で実質的に事業を行っている中小企業者
（共同申請）複数の都内中小企業又は中小企業団体等

原材料・副資材費　機械装置・工具器具費　委託・外注費　直接人件費　不動産賃借料（実証実験等）

令和６年２月１日（交付決定日）から最大１年６か月

助成限度額 （単独申請）1,500万円　
（共同申請）3,000万円

助成限度率 助成対象と認められる経費の２／３以内

助成対象者

助成対象経費

助成対象期間

ht tps://gbiz- id .go. jp/top/

https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/jigyo/zeroemi_kaihatsu.html
https://www.jgrants-portal.go.jp/faq
https://gbiz-id.go.jp/top/

